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Ⅵ．おわりに
　本稿において、日本に数多く存在する小規模事業者が発展していくために、税理士や社
会保険労務士など専門家支援の必要性を考察した。
　小規模事業の担い手である経営者は、税務業務や労務業務の専門家ではなく、自社製品
の製造のプロ、サービスの提供のプロであることが大半である。法令順守、業務の的確処
理など、極めて重要な事務的業務についてまでは手が回らず、専門能力を習得し、発揮す
ることができない状況にある。
　業務の円滑化のためには、専門分野の業務を担当できる従業員を雇用することが、その
企業の発展には、重要である。しかしながら、専門分野の業務は一人工分もない状態にあ
ることも多く、このために従業員を採用することはできない状況にある。
　一方で、高い専門能力があり、様々な業務を数多くの企業で経験している外部専門家は
極めて高いレベルで経営支援を行うことができる。このような専門家に任せることにより
経営者が安心した経営管理ができるようになる。加えて一月当たり数万円から十万円未満
の金額で委託することができる。
　唯一のデメリットは自社内でノウハウが蓄積できないことである。一方で様々な外部専
門家を経営スタッフとして揃えることにより、事案が発生した時に専門的な知見を得るこ
とができる。
　少ない資金で最大の経営管理体制を確立するために、社外の専門家を活用することの有
効性を研究ノートとしてまとめることができた。今後、小規模事業者の発展に向けて、様々
な角度から研究していくこととする。
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